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2021春季要求回答交渉
黒岩さん！具体的な業務の休止もしないで、コロナ対応に奮闘する職員の命をどう守るの？
男女雇用機会均等法の精神を理解せず、「ポストの廃止」のみを繰り返す当局。～妊婦の雇止め問題
　自治労県職労は4月26日、2021年春季要求書の回答交渉を行いました。

交渉での論議
〇職場に判断を押し付けず、当局が休止の決断を！
【提出交渉での当局回答】
・コロナ対応では、随時担当部署を増員してきており、応援職員も450人。
・コロナ対応などで令和2年度は100時間超が延179人。働きがいのあるよう、ワークライフバランスを実現するためにも、不急事業の休止・廃止など更なる見直しを行う。
【回答交渉での当局回答①】
・日夜コロナ対応に奮闘している職員に感謝したい。
・今後、売上等に応じた協力金の支給や見回りの強化のため、さらに400人の応援職員が必要となる。
・副知事から各局長に、業務の省力化、応援職場の負担軽減をお願いしている。

【自治労県職労の主張①】
・現時点でも応援職場の負担は大きく、これ以上応援を出す余裕はない。
・事業の見直し、休止・廃止は全く不十分。どのような対応をするのか具体的に示してもらいたい。
【回答交渉での当局回答②】
・局長、副局長がリーダーシップを発揮して思い切った対応を行う。
【自治労県職労の主張②】
・どの職場でも必要な仕事をしている。できれば続けたいと思っている。それを休止する判断を現場に求められてもできるものではない。幹部による大所高所に立った判断が必要だ。

・年度当初の今なら、止められる事業もある。業務が始まってからでは仕事は止められない。早急な対応を求める。
・応援職場で本当に人を生み出せるだけの業務の見直し、休止が行われたか、早急に検証していただきたい。よろしいですね。
【回答交渉での当局回答③】
（否定せず）
〇女性が働き続ける権利を保障するのが均等法の精神
【提出交渉での当局回答】
・妊娠している会計年度任用職員の任用の問題は、業務見直しの結果であり、妊娠が理由ではない。ただ、民間では法違反になることは承知している。公務が適用除外とされている根拠をしっかり確認したい。
【回答交渉での当局回答】
・男女雇用機会均等法の第9条等について、公務が適用除外とされているのは、地方公務員法第13条（平等取扱の原則）で法の精神が実現されるからだ。
・今回の事例は、職を吟味したうえで業務がなくなったことから、ポストを廃止したもので、妊娠を理由としたものではない。
・育休は任用期間内適用されるが、会計年度の任用であり、ポストが廃止されれば任用期間までである。これは総務省にも確認している。
【自治労県職労の主張】
・地方公務員法第13条で「法の精神」が実現されているというが、男女雇用機会均等法の精神とは異なる。
・男女雇用機会均等法の厚生労働省の解釈通達では、「妊娠・出産・育休等の事由を『契機として』不利益取扱い（有期雇用労働者の雇止めも対象）が行われた場合は、原則として妊娠・出産・育休等を『理由として』不利益取扱いがなされたと解され、法違反」としている。
・つまり、雇止め理由が「妊娠等を理由にしているか」ではなく、「妊娠後に雇止め」をすることは、一部の例外（雇用者に証明責任）を除けば全て均等法違反になるということだ。
・均等法の精神は、正規、非正規を問わず、妊娠・出産した女性労働者の労働権の保障だ。適用除外であっても、公務の非正規女性職員の労働権は守られるべき。
・自治労県職労は引き続き、雇止めの撤回を求めるとともに、均等法の精神を公務職場でも遵守するよう求めていく。
〇労働安全衛生法を遵守し、障害者への合理的配慮を
【提出交渉での自治労県職労の主張】
・東庁舎について、2019年9月に当局は、「十分な広さは担保されている。」「ユニバーサルデザインで設計しており、障害者にも配慮している。」「車椅子職員にも対応は可能。」と回答しているが、実際には大違いだ。現場に来て確認してもらいたい。
・執務室はこれまでの庁舎よりも狭く、机の幅も1ｍもない。気積も労安法で定める「1人10㎥」が確保されているとは思えない。
・また執務室は、通路幅など車椅子利用者をはじめ下肢障害者の通行が困難な場所が多い。これでは障害のある職員は東庁舎の職場に移動できない。人権問題だ。室課の配置を見直すなど早急に改善すること。
・東庁舎には障害者用駐車場があるが、一旦外に出なければ庁舎内に入れない。車椅子等利用者が雨に濡れずに庁舎内に入ることができる通路を確保すること。
・障害者や高齢者にとって通行が危険な、本庁舎駐車場の舗装を修繕すること。
【回答交渉での当局回答①】
・東庁舎の執務スペースの気積については、現在職員厚生課が調査している。結果が出たらお話しする。
・東庁舎は福祉のまちづくり条例に適合している。雨に濡れないよう、屋根で一定の配慮をしている。

・本庁舎駐車場の補修については、補修時期を検討していく。
【自治労県職労の主張】
・気積などの調査の結果、気積が足りない場合は、早急に改善してもらいたい。気積が足りているというならその根拠を示してもらいたい。
・東庁舎では車椅子が通れないのは明白。障害者の移動が困難な執務環境の具体的な改善案を早急に示せ。
【回答交渉での当局回答②】
・現時点で検討中である。

〇専門的職務指導員は明確に事務分担に位置づけを
【自治労県職労の主張】
・専門的職務指導員制度の活用は一定評価するところだが、明確に事務分担に位置付け、その他の分担を減らさなければ、指導員の負担が増えるだけで、なり手がいなくなる。
【回答交渉での当局回答】
・ベテラン職員の知識、経験の継承を目的に制度を改正した。
〇退職の位置付けの改善など、機能する再採用制度に
【自治労県職労の主張】
・取扱要綱には、「再採用を希望し、退職した者は、自己の都合により退職したもの。」とある。
例えば、高卒35年勤続の53歳の職員では、勧奨退職の場合は支給率47.709、自己都合の場合は39.7575で、その差は7.9515にもなる。
退職手当は給与の後払いであり、これでは50歳以上の職員が応募するとは到底思えない。

・再採用が「退職後5年以内」とされているが、介護は先が読めない。退職時に「何年」などわからない。なぜ5年なのか？柔軟な運用が必要。

・主査以上で退職の場合、原則主査級で再採用。管理職ならともかく、副主幹級で退職した職員が、仕事が変わらないのになぜ主査なのか？合理的な根拠が不明。
【回答交渉での当局回答】
・確認して話し合いをしていきたい。
〇「班長」の負担が増えないよう、慎重な運用を
【自治労県職労の主張】
・グループリーダー、出先課長等の負担は大きいが、それは慢性的な人員不足が原因。
・人員の手当てをしないで、責任と仕事を「班長」に移せば、給料は増えない、手当もつかないのに「班長」の負担だけが増えるばかり。
・必要な人員が配置されるまで「班長」の指定は慎重に運用すべき。
【回答交渉での当局回答】
・GL等をプレーヤーからマネージャーに軸足を移す。
・人材育成の視点で、中堅職員の自覚を促し、育成できるように活用したい。
〇会計年度任用職員制度の協議の場を早急に開催を
【自治労県職労の主張】
・会計年度任用職員の課題について、早急に県労連での議論を再開してもらいたい。
・公務の非正規職員が適用除外となっている労働法制や男女雇用機会均等法など、公務においても法の精神を遵守すべきではないのか？遵守するのであれば制度の整備を！

・無期転換制度は、法的に何が支障なのか、解決する方法はないのか、労使で検討すべきではないか。
【回答交渉での当局回答】
・会計年度任用職員の諸問題については、県労連の場で話し合っていきたい。
・非正規職員の無期転換制度について、公務員採用は競争試験が原則。ただ、経験者採用にあたっては、会計年度任用職員の経験を経験年数に通算するなどの配慮を行っている。

〇ノーマライゼーションの推進について
【自治労県職労の主張】
・職場環境の整備・改善、使用機器の整備・更新及び事務処理システムの構築・更新に当たっては、「情報バリアフリーガイドライン」を順守するとともに、仕様書の作成にあたっては、障害のある職員の意見を聞いたうえで作成し入札等を行うこと。また、障害のある職員の意見を十分把握し、合理的な配慮を行うこと。
・全ての職員に、知的障害者や精神障害者への正しい認識が持てるよう研修を行うこと。
【回答交渉での当局回答】
・障害のある方が能力を発揮できるよう、できることから改善していきたい。

